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「在宅介護におけるロボット介護機器の活用」

―国際比較から見る日本の在宅介護事情と今後の展望ー
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Aging in Place

住み慣れた自宅や地域で自立しながら安全・快適に暮らし続けら
れるよう、医療・介護・住環境・社会的支援を統合的に提供する



1960～70年代
高齢者福祉が施設中心だったが、一部の国で在宅支援の重要性が議論される。
1961年（アメリカ）
「White House Conference on Aging（ホワイトハウス高齢者会議）」で
高齢者の住まいの重要性が指摘される。
1965年（アメリカ）
「Older Americans Act（高齢者アメリカ法）」が制定。
高齢者向けの住宅支援や在宅介護の概念が登場。
1970年代（北欧）
スウェーデンやデンマークで「地域福祉政策」が強化、「施設ではなく在宅での生活を支えるべき

日本 老人福祉の整備期
1963年：老人福祉法 1973年：老人医療費の無料化

1980年代
施設依存から地域ケアへの転換が始まり、「Aging in Place」の概念が登場。
1982年（イギリス）
「Care in the Community（地域ケア政策）」発表、高齢者を自宅で生活させる方向にシフト。
1986年（カナダ）
「Canada Health Act（カナダ健康法）」で在宅医療・介護への支援が強化される。
1988年（アメリカ）
「Aging in Place」という言葉が公式に使われ始める。

日本 施設介護と在宅介護の転換期
•1982年：老人保健法老人保健施設（老健）を制度化。
•1989年：ゴールドプラン（高齢者保健福祉推進十カ年戦略）

• 在宅介護サービス（訪問介護、デイサービス、ショートステイ）を充実。
• 施設整備（特養、老健）も進め、在宅介護と施設介護のバランスを改善。



1990年代
各国が正式に Aging in Place を政策に取り入れ、在宅介護支援が拡充。
1990年（スウェーデン）
「ケア・イン・ザ・コミュニティ」政策が本格化し、介護施設よりも在宅・地域介護を推進。
1999年（アメリカ）
「CAPABLE（Community Aging in Place̶Advancing Better Living for Elders）」
という高齢者向け住宅改修プログラムが始まる。

日本 在宅介護サービスの本格化
•1994年：新ゴールドプラン：在宅介護の利用者数拡大を目標に掲げる。

介護人材の育成や小規模多機能型施設の充実を強化。
•1997年：介護保険法の制定

社会保険方式を導入。
自立した高齢者も支援対象とする在宅・施設サービスのバランスを確立。

•1999年：ゴールドプラン21 策定

2000年代
テクノロジーを活用した支援がスタートし始める。
2000年（アメリカ）：「Naturally Occurring Retirement Communities（NORC）」という、高齢
者が集まって住む地域に支援サービスを提供するプログラムが拡大。
2006年（デンマーク）：施設介護よりも 在宅介護を基本 とする政策が確立される。
2007年、EUは「Ambient Assisted Living（AAL）」プログラムを正式に発足。

日本 介護保険制度の導入と改正
•2000年：介護保険制度施行介護サービスが保険制度化され・介護サービスの選択肢が増え、

利用者主体のケアが進む。
•2005年：介護保険法改正 地域包括支援センターを設置。介護予防（要支援者への支援）を強化。
•2008年：後期高齢者医療制度（75歳以上対象）高齢者医療費を抑制、新たな医療保険制度を導入。



2010年代～現在
IoT・AI・ロボット技術と組み合わせ、Aging in Place 2.0へ進化。

HORIZON2020（欧州連合（EU）：2014年から2020年の7年間にわたって800億ユーロ規模で実施
した研究とイノベーションを促進するプロジェクト）」の助成を受け「Ambient Assisted Living 
Joint Program（高齢者が自宅でできるだけ長く生活することを目指すプログラム）」が実用化 。
2011 Aging2.0発足

日本 地域包括ケアシステムの構築
•2011年：介護保険法改正

地域包括ケアシステムを推進/在宅医療と介護の連携を強化
サービス付き高齢者向け住宅制度が開始。

•2013年：介護職員初任者研修資格スタート
•2014年：日本版CCRC構想
•2015年：地域包括ケアシステムの本格推進

在宅介護と医療を一体化した支援体制を全国的に整備/地域包括ケアシステムの一環として、サ高
住の役割が強化

•2021年：介護保険法改正
• 「共生型サービス」を拡充（障害者と高齢者が同じ施設で支援を受けられる仕組み）。

ICT・AI技術を活用した在宅介護支援の試行。
•2025年：地域包括ケアシステム完成目標

• 団塊の世代が全員75歳以上を迎えるタイミングに合わせ、医療・介護・福祉が統合されたシス
テムを完成させる計画。



高齢者が主役の暮らし

Old  AdultsとElderは違います。

在宅介護からAging in Placeへのmind Change









Ambient Assisted Living

テクノロジーを活用して高齢者や介護が必要な人が自立生活を維持できるよ
うに支援する取り組み





2〜5年 5〜10年 １０年以上

コネクティッドプロダクト
IOT

人工知能
生成AI

Human-Centered AI
新次世代型スマートシティ

Planetary Health
都市型エアモビリティ

Internet of Behaviors, IoB

双方向ブレイン・マシン・インター
フェース

ヒューマノイド
汎用人工知能
マシンカスタマー

2025年
高齢化率 30.3
生産年齢人口率 60.5

2045年
高齢化率 34.9
生産年齢人口率 59.1

2055年
高齢化率 36.3
生産年齢人口率 58.0



Age teaches は市場を作る

AARP 予測（2025年）
65歳以上を対象とした高齢者市場の規模は、約101.3兆円に達する。
生活産業:約51.1兆円／医療・医薬産業:約35兆円／介護産業:約15.2兆円



65歳以上世帯の金融資産残高は、
2023年度末（1,129兆円程度）から2035年度末（1,601兆円程度）にかけて1.42倍に増加全体に占
める比率は51％程度から53％程度まで上昇。





＜AALプログラムの主な⽬的＞

⾼齢者が必要最⼩限の⾝体的介助を受けながら、

在宅で⾃⽴的な⽣活を継続することを⽬指す

加齢や特殊な病態による影響がない⼈々に対しても、

⽣活習慣の変化や普段とは異なる⾏動やトラブルなどを早期に

発⾒できるように戦略的な活⽤を⽬指す



connected technologyを活⽤しながら、社会の⾼齢化を好機と捉え、
Healthy Aging（ヘルシーエイジング：⾝体・⼼理・社会的な機能を保ちながら
⾃⽴的な質の⾼い⽣活を送ること）にまつわる技術とイノベーションの分野に
おける産業機会を強化。

⾼齢者によって形成される、いわゆるシルバー経済のサービスや製品に対する
需要が急速に⾼まるなか、Active Assisted Livingにまつわる技術を最⼤限に活⽤
し、⼈⼝動態の変化に伴う経済成⻑と社会発展の継続的な可能性を⽣み出すこ
とがプロジェクトの主眼である。

医療・介護システムに与える影響の均衡を維持し、⾼齢者と介護者の⽣活の質
を向上させることを⽬指す。⼈⽣のどの段階においても⼈々を⽀援し、暮らし
の場での加齢を⽀え、職場や家庭環境を改善し、社会とのつながりを⽀援する
技術やデジタルソリューションの市場を創造することを重視する。





現在のセンサーの使用状況（２０２２） 5年後以降のセンサーの使用状況

状態の検出 状態の予測

決まった期間毎にデータや分析結果を確認
⇒定期的なレビューが必要

AIがデータを自動解析
⇒重要なパターンやトレンドを発見
⇒insight（インサイト）を関係者に直接送信

既存のシステム・infrastructure（インフラストラク
チャー）にセンサー技術を後から追加

新しく開発されるコミュニティ・インフラストラクチャーに
最初からセンサー技術を搭載

データは限定的なcontext（コンテキスト）で解釈され、
その応用範囲も制限

AIが独自の質問や仮説を立て、データから新たな知見
を引き出す

ブロードバンド（広域・大容量通信）が100％利用可能
ではない

ブロードバンドがシニアホーム（高齢者施設）のスタン
ダード（標準規格）となる

データはクラウドに蓄積される データはEdge device（エッジディバイス：IoT機器等の末
端／最前線の装置）内で処理

スタッフが手動でチェックインする システムが自動的にチェックインする

在宅ケアは職員の働きに依存する センサーによって24時間モニタリング可能

CCRC※や施設での居住生活 CCRC※や施設に閉ざされることなく、
在宅で介護を受けることができる

療養の場は、病院からリハビリ施設へ 療養の場は、病院から在宅へ



現在のセンサーの使用状況 5年後以降のセンサーの使用状況
徘徊を検知するアラート センサーによる徘徊管理

（アラート機能 ＋ 場所の追跡等も可能）

開発メーカーが利用者・利用場面を定義 ユーザーが求める新しいケアサービスの提案

センサーテクノロジーを後付けで追加 住宅の一部として、当初からテクノロジーを搭載

プライバシー・セキュリティは後付けで強化 Privacy and Security by Designアプローチ：
設計段階からプライバシー・セキュリティ 保護を考慮す
るアプローチ方法

テクノロジーとケアプランは連動していない センサーと連動し強化されるケアプラン

フィットネス、転倒検知等それぞれに対応 モーション探知（フィットネス・歩行・安定性）をベースに
様々な方法に応用

生体情報を低頻度でスポットチェック 継続的な生体情報のモニタリング

インシデント・アラートを重視するセンサー センサー側からの予測知が、コンシェルジュサービスに
直接つながる

主に一般消費者向けに開発された音声技術 音声技術が消費者市場から企業市場へと拡大
⇒多様なシーンで活用される





Matter
モノのインターネット（IoT）のオープン標準を定める組織
「Connectivity Standards Alliance（CSA）」 が決めた規格

muiボード

https://csa-iot.org/




高齢者のライフスタイルから考える

テクノロジーを活用して高齢者や介護が必要な人が自立生活を維持できるよ
うに支援する取り組み



スマート家電

スマートスピーカー見守りセンサー・
在宅センサー

配薬サポートロボット コミュニケーションロボット



移乗・移動









サニタリー



食を支える



アラート



認知症などの人々を支えるサービス



高齢者が自立暮らせるAging in Place の実現

身近にテクノロジーを体験し、サポートする環境

高齢者を巻き込んだ開発









Seniors Advisory Panel





高齢者中心の共感と観察で進めるCare Teach 開発



在宅介護システムのビジネスモデル案
一般社団法人ケアリングデザインの調査概要
日本財団の助成金を受けて1000人のシニアにリサーチ。
75歳以上で心身ともに自立してくらす「自立シニア」は71.0%が50歳以降にリノベーションや住み替えなどを経験。
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遠隔・在宅医療介護・サービースの提供

遠隔・在宅医療介護サービス・
スマートハウス
の売却・レンタル

不動産・銀行・保険会社

住宅メーカー


